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２月１９日に、熊本城マラソンが開催されました。新型コロナウイルス感染症の影響で３年

間中止されていましたが、感染者の減少等もあって開催となり、大会には約１万２千人の方が

参加されました。大会当日は、天候に恵まれなかったものの、マラコンコースの沿道にはたく

さんの方が応援されていました。私も弊法人の薄場事務所近くで応援しておりましたが、久し

ぶりの光景で、やっとコロナ前の状況に戻ってきたと嬉しく思いました。

さて、日本銀行熊本支店が出している熊本県の金融経済概観２月公表分では、「熊本県内の

景気は、持ち直している。先行きについては、海外の経済動向や原材料価格等の上昇、感染症

の趨勢等の影響を注視していく必要がある。個人消費は、持ち直している。観光は、回復して

いる。住宅投資、公共投資は、横ばい圏内の動きとなっている。設備投資は、増加基調にある。

生産は、高水準で推移している。雇用・所得情勢をみると、改善の動きがみられている。この

間、１月の消費者物価指数（熊本市、生鮮食品を除く総合）は、前年を上回った。」との記載

がありました。

段々とコロナ前の状況に戻りつつある中、景気も上向きになっていっているようです。この

ままの状況でいければと期待しております。

それでは、今月の法エールよろしくお願い致します。

（代表社員 井上 勉）
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～任意後見制度～

１月号より、任意後見制度について説明しています。前回は、任意後見契約は、判断能力が十分
あるときに本人と将来の任意後見人（任意後見受任者）が公正証書で作成する必要があることを説

明しました。

今回は、実際に任意後見契約が発効するタイミング及びその手続きについて説明します。

１．判断能力が低下したら「任意後見監督人選任の申し立て」をする

認知症の症状がみられるなど、本人の判断能力が低下したら、任意後見監督人の選任を申し立て

を行います。任意後見契約は、任意後見監督人が選任されたときから効力が発生します。申し立て

先は、本人の住所地の家庭裁判所です。また、任意後見監督人選任の申し立てができるのは、本人、
配偶者、四親等内の親族、任意後見受任者です。原則として、本人以外が申し立てを行う場合には、

本人の同意が必要とされています。
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任意後見監督人が選任された時点で、任意後見受任者は「任意後見人」となり、任意後見契

約に基づき職務を行うことになります。

任意後見監督人は、任意後見人が契約内容どおりに適正に仕事をしているかどうかを監督す

る役割の人です。また、本人と任意後見人の利益が相反する法律行為を行う際に、本人を代理

する役割もあります。任意後見人が行った職務等について、任意後見監督人は家庭裁判所に報

告を行います。任意後見監督人を通じて、間接的に家庭裁判所が任意後見人を監督することで、

本人の保護を図るという仕組みです。

２．任意後見契約が終了するとき

任意後見契約は、本人または任意後見人が死亡・破産すると契約は終了します。また、任意

後見人が認知症などで被後見人等になったときも同様です。

また、任意後見人に不正行為、著しい不行跡、その他任務に適しない事由があるときは、家

庭裁判所は任意後見人を解任することができます。解任請求ができるのは、任意後見監督人、

本人、その親族または検察官です。

また、任意後見契約を解除するときは、家庭裁判所が任意後見監督人を選任する前か後かで、

手続きが異なるので注意が必要です。

（選任前）本人または任意後見受任者は、いつでも契約を解除することができます。ただし、

公証人の認証が必要です。

（選任後）本人または任意後見人は、正当な事由がある場合に限り、家庭裁判所の許可を得て、

契約を解除することができます。

任意後見制度は遺言書や民事信託手続きなどの終活手続きの一つです。国が取り組む「任意

後見制度の利用促進」と共に、我々も情報発信を続けていきたいと思います。

判例紹介 自衛権・戦力・駐留軍－砂川事件
（最高裁判所平成６年１月２７日第一小法廷判決）

≪事案の概要≫

１ 駐留米軍立川飛行場の拡張計画に対して反対同盟員、労働組合員、学生団体等による反対運動が展
開されるなかで、１９５７年７月８日土地測量に反対する運動員の一部が境界柵を数１０メートル破壊

し、飛行場内に数メートル立ち入った。この行為は、「日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約

(旧安保条約)第３条に基づく行政協定に伴う刑事特別法」(以下、「刑事特別法」)第２条に該当すると

して、起訴された。
２ 第１審の東京地方裁判所は、以下のように判示した（所謂「伊達判決」）。

① 米軍駐留に関する憲法判断を行うに当たって、憲法９条は、「自衛権を否定するものではないが、

侵略的戦争は勿論のこと、自衛のための戦力を用いる戦争及び自衛のための戦力の保持をも許さないと
するもの」である。「現実的にはいかに譲歩しても……国際平和団体を目ざしている国際連合の機関で

ある安全保障理事会等の執る軍事的安全措置等を最低線としてこれによってわが国の安全と生存を維持

しようとする決意に基づくもの」である。

② また、米軍駐留と憲法９条の関係を考察すると、駐留米軍は旧安保条約１条に基づき極東の平和と
安全のためとして、「戦略上必要と判断した際にも当然日本区域外にその軍隊を出動し得る」。したがっ

て、「わが国が自国と直接関係のない武力紛争の渦中に巻き込まれ、戦争の惨禍がわが国に及ぶ虞は必

ずしも絶無」ではない。
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また、駐留米軍が日本の防衛に使用される場合、駐留するのは「わが国政府の要請と、合衆国政

府の承諾という意思の合致があったからであって、従って合衆国軍隊の駐留は一面わが国政府の行

為によるもの」である。「実質的に考察するとき、わが国が外部からの武力攻撃に対する自衛に使

用する目的で合衆国軍隊の駐留を許容していることは、指揮権の有無、合衆国軍隊の出動義務の有

無に拘らず、日本国憲法第９条第２項前段によって禁止されている陸海空軍その他の戦力の保持に

該当する」。結局駐留米軍は違憲であり、刑事特別法２条も憲法３１条に違反し、被告人は無罪で

ある。

３ この判決に対して、検察側は刑事訴訟規則２５４条１項に基づき最高裁に跳躍上告した。

≪裁判所の判断≫原判決破棄・差戻し。

自衛権、自衛権の範囲に関し、主として判示した事項は次の４点です。

①憲法第９条の立法趣旨について

憲法第９条は、わが国が敗戦の結果、ポッダム宣言を受諾したことに伴い、日本国民が過去にお

けるわが国の誤って犯すに至った軍国主義的行動を反省し、政府の行為によって再び戦争の参禍が

起ることのないようにすることを決意し、深く恒久の平和を念願して制定したものであつて、前文

および第９８条第２項の国際協調の精神と相まって、わが憲法の特色である平和主義を具体化した

ものである。

②憲法第９条第２項の戦力不保持の規定の立法趣旨について

憲法第９条第２項が戦力の不保持を規定したのは、わが国がいわゆる戦力を保持し、自らその主

体となって、これに指揮権、管理権を行使することにより、同条第１項において永久に放棄するこ

とを定めたいわゆる侵略戦争を引き起すことのないようにするためである。

③憲法第９条はわが国の自衛権を否定しているか

憲法第９条はわが国が主権国として持つ固有の自衛権を何ら否定してはいない。

④憲法は、わが国が自国の平和と安全を維持しその存立を全うするための自衛の措置をとることを

禁止するか

わが国が、自国の平和と安全とを維持しその存立を全うするために必要な自衛のための措置をと

りうることは、国家固有の権能の行使であって、憲法は何らこれを禁止するものではない。

≪コメント≫

自衛権・自衛力を検討するに当たっては、そもそも①日本国には自衛権はあるのか、あるとして、

その自衛権の及ぶ範囲、自衛のための措置とはどこまでなのか、その自衛権とは個別的自衛権なの

か、集団的自衛権も含まれるのか ②自衛力とは何か、戦力不保持との関係はどうなるのか等々、

憲法解釈上難しい問題が多々あります。また、日米安全保障条約、これに基づく日米地位協定（安

保体制）などもあり、政府による憲法解釈も加わります。

このような状況の中、ロシアのウクライナ侵攻を契機として、中国の台湾侵攻や尖閣諸島の奪取

の問題、ミサイルを頻繁に発射している北朝鮮問題、北方領土返還の問題、そして、戦後の防衛・

軍事政策、安保政策の歴史的大転換と言われる敵基地攻撃能力保有の問題等が一挙に注目を浴びて

います。

危機的状況における有事対処の基準は、やはり、国家の最高法規である憲法の趣旨・精神にある

はずです。平和主義を希求する日本としては、国際的に中立的立場から平和構想を提示したり、国

際的紛争・対立の緩和に向けて提言を行うなど、平和を実現するための積極的行動が要請されてい

ると思います。これを基軸として、今後の世界情勢と政府の見解・解釈の動向を多面的、かつ、全

体的に見守っていく必要があるようです。
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当法人では、継続的な相談にも対応できるよう、顧問契約の締結を行っています。

会社・個人問いません。詳しくはお近くの事務所までお気軽にお問い合わせください。

～寄り添う支援で笑顔ふたたび～
当法人は、「ＮＰＯ法人身近な犯罪被害者を

支援する会」との連携を図っています。

ご質問、ご相談等ございましたら、当法人もし

くは下記までご連絡ください。

TEL ０９６－３４１－８２２２

FAX ０９６－３４１－８３３３

命の絆・大切に、輝く命・永遠に
当法人は、「一般社団法人命の尊厳を考える会」

との連携を図っています。

ご質問、ご相談等ございましたら、当法人

もしくは下記までご連絡ください。

TEL ０９６－３３７－１２５１

FAX ０９６－３３７－３３５５

先日、久しぶりに献血をしたところ色々と新しくなっていて驚きました。

例えば「ラブブラッド」という献血アプリができて、事前予約できたり、アプ

リで血液検査結果が２～５日くらいで分かるようになっていたり。

採決前検査が肘辺りからの採血ではなく、指先からの採血になっていたり。

そして今回初めて知ったのが年間可能な総献血量が（２００ｍＬと献血と４０

０ｍＬ献血をあわせて）男性は１，２００ｍＬ、女性は８００ｍＬ以内というこ

と。つまり、４００ｍＬ献血の場合、男性は年３回、女性は年２回しか献血出来

ませんから、血液不足になりやすいことに納得しました。

成分献血はもっとできる回数が多いので、今後も気負わずできる人助けとして

献血と共に継続していきたいと思っています。

（薄場事務所 永井友美子）

コラム 献血にいってみませんか


